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会計年度任用職員制度の導入等に向けた留意事項について 

 

 

平成３０年１０月１８日付総行公第１３５号・総行給第４９号・総行女第１７号・総行

福第２１１号・総行安第４８号公務員部長通知により発出した「会計年度任用職員制度の

導入等に向けた事務処理マニュアル（第２版）」（以下「マニュアル（第２版）」という。）

について、新たに整理された事項を下記のとおり取りまとめましたので、これをご参照の

うえ、遺漏のないよう準備等をお願いします。 
 

記 

 

１ 新地方公務員法第３条第３項第３号に該当する職 

法令に基づき設置される職種等における特別職非常勤職員について、以下の職を追加

する。 

  ・ 評価員（土地区画整理法第６５条）【該当する事務：助言】 

  ・ 評価員（新都市基盤整備法第２８条）【該当する事務：助言】 

  上記に伴い、マニュアル（第２版）Ⅱ２（２）①ウに掲げる表を別紙１のとおりとす

る。 

 

２ 新地方公務員法第３条第３項第３号の２に該当する職 

  地方公務員法第三条第三項第三号の総務省令で定める事務等を定める省令（平成３１

年総務省令第３５号）の制定に伴い、マニュアル（第２版））Ⅱ２（２）①エについて、

別紙２のとおりとする。 

 

３ 質疑応答 

  マニュアル（第２版）Ⅲについて、別紙３のとおり追加・修正を行う。 

殿 



別紙１ 

 

 

該当する事務 該当する者の職種等 

ⅰ）助言 ○顧問 

○参与 

○学校薬剤師（学校保健安全法第２３条） 

○学校評議員（学校教育法施行規則第４９条） 

○評価員（土地区画整理法第６５条） 

○評価員（新都市基盤整備法第２８条） 

ⅱ）調査 

 

 

○地方自治法第１００条の２第１項に規定する議 

会による議案調査等のための調査を行う者 

○統計調査員（統計法第１４条） 

○国民健康・栄養調査員（健康増進法第１２条） 

○保険審査会専門調査員（介護保険法第１８８条） 

○建築物調査員（建築基準法第１２条） 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援 

するための法律第１０３条第１項に基づき調査 

を行う者 

○介護保険法第１９４条第１項に基づき調査を行 

う者 

○土地改良法第８条に基づき調査を行う者 

○鳥獣被害対策実施隊員（鳥獣による農林水産業等

に係る被害の防止のための特別措置に関する法

律第９条） 

ⅲ）診断 ○学校医（学校保健安全法第２３条） 

○学校歯科医（学校保健安全法第２３条） 

○産業医（労働安全衛生法第１３条） 

ⅳ）総務省令で 

定める事務 

○斡旋員（労働関係調整法第１２条第１項） 

 

 

 



別紙２ 

 

 

２ 臨時・非常勤職員全体の任用根拠の明確化・適正化        

（２）特別職非常勤職員の任用の適正確保 

① 特別職非常勤職員として任用すべき職 

エ 新地方公務員法第３条第３項第３号の２に該当する職 

（略） 

さらに、総務省令で定める者の職としては、 

・公職選挙法施行令（以下「公選令」という。）第５６条第３項

（公選令第５７条第３項において準用する場合を含む。）及び

日本国憲法の改正手続に関する法律施行令（以下「憲法改正手

続令」という。）第 70 条第３項（憲法改正手続令第 71 条第３

項において準用する場合を含む。）の規定により不在者投票管

理者である市区町村選挙管理委員会の委員長が立ち会わせるこ

ととした不在者投票立会人の職 

・公選法第４９条第９項及び憲法改正手続法第６１条第９項に規

定する市区町村選挙管理委員会が選定した者（いわゆる「外部

立会人」）のうち、市区町村選挙管理委員会が任命するものの

職 
を規定しています。 
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別紙３ 

【修正】 

問２―４ 特別職非常勤職員として任用されている公の施設の館長等についても、一般職

へ移行する必要があるか。また、公民館長や図書館長、博物館長の職務を実際には副館

長等が行い、館長の職を特別職として整理することは可能か。 

 

○ 非常勤の館長等については、事業遂行に当たって、任命権者等に対し助言する「顧問」

「参与」等と考えられる場合を除き、原則として一般職に移行することが適当である。 

 

○ なお、館長、研究所長、センター長等を特別職としている場合であって、当該職員が、

館、研究所、センター職員の指揮監督等の責任を担っている場合、マニュアルⅡ２（１）

③を踏まえ、当該職員が従事する業務が「相当の期間任用される職員を就けるべき業務」

に該当しないか、適切に判断する必要があることにご留意いただきたい。 

 

○ 社会教育法に規定する公民館、図書館法に規定する図書館及び博物館法に規定する博

物館の館長は、社会教育法第27条、図書館法第13条及び博物館法第４条でその設置及び

職務について規定されており、館長が上記の各規定に定められた職務を行う必要がある。

また、その職務の内容を踏まえると、上記の各規定に定められた館長の職については一

般職とすべきである。 

 

【社会教育法】 

第二十七条 公民館に館長を置き、主事その他必要な職員を置くことができる。 

２ 館長は、公民館の行う各種の事業の企画実施その他必要な事務を行い、所属職員を監督する。 

【図書館法】 

第十三条 公立図書館に館長並びに当該図書館を設置する地方公共団体の教育委員会が必要と認め

る専門的職員、事務職員及び技術職員を置く。 

２ 館長は、館務を掌理し、所属職員を監督して、図書館奉仕の機能の達成に努めなければならな

い。 

【博物館法】 

第四条 博物館に、館長を置く。 

２ 館長は、館務を掌理し、所属職員を監督して、博物館の任務の達成に努める。 
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【修正】 

問１８―２① 会計年度任用職員に係る給与費について、予算上の取扱いはどうなるか。 

 

＜地方自治法施行規則中、歳入歳出予算款項の区分及び目の区分(第15条関係)について＞ 

○ 改正法の施行に伴い、フルタイムの会計年度任用職員について、給料は「２節 給料」

に、手当は「３節 職員手当等」に、旅費は「８節 旅費」に計上することとなる。ま

た、パートタイムの会計年度任用職員について、報酬は「１節 報酬」に、期末手当は

「３節 職員手当等」に、旅費及び通勤費用に係る費用弁償は「８節 旅費」に計上す

る必要がある。 

 

＜地方自治法施行規則中、歳出予算に係る節の区分（第15条関係）について＞ 

○ マニュアルⅡ２（１）⑥のとおり、地方公務員法は、地方公共団体に勤務する者につ

いて、一般職にも特別職にも属さない者の存在を予定しておらず、雇用契約による勤務

関係の成立を想定していないため、自治法施行規則歳出予算に係る節の区分（第15条関

係）中、「７節 賃金」を削除したものである。 

 

〇 改正法の施行日が平成32年４月１日であることに伴い、地方自治法施行規則の一部を

改正する省令の施行日を平成32年４月１日としており、平成32年度当初予算から「７節 

賃金」を削除することを想定している。ただし、システム改修等の状況に応じて、平成

32年度当初予算編成後に節の区分を改正することもやむを得ないものと考えられる。 

 

＜地方自治法施行規則中、予算に関する説明書様式（第15条の２関係）の給与費明細書に

ついて＞ 

○ 改正法の施行により、会計年度任用職員について、予算上「１節 報酬」「２節 給

料」「３節 職員手当等」等により計上することとなることに伴い、同項に規定する職

員に支給される給料、報酬及び手当等について、地方自治法施行規則予算に関する説明

書様式（第15条の２関係）を基準として給与費明細書に記載する必要がある。また、

「２（１）総括」については、自治法施行規則上は従前のとおりであるが、各地方公共

団体において、２（１）総括表に、「ア会計年度任用職員以外の職員」と「イ会計年度

任用職員」に区分した表を加えることも考えられるものである。 

 

 

 

２一般職 

(1)総括

参考例 
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備考 （略）  

ア 会計年度任用職員以外の職員 

 
備考 １ この表は、給料をもつて支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に

係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となつたものについて記載すること。 

２ （）内は、短時間勤務職員について外書きすること。 

 

イ 会計年度任用職員 

 
備考 １ この表は、報酬又は給料をもつて支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を

含む。）で予算の積算の基礎となつたものについて記載すること。 
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２ （）内は、会計年度任用の職を占める職員であつて、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きする

こと。  
 

○ なお、給与費明細書の「２（３）給料及び職員手当の状況」については、会計年度任

用職員について記載する必要はない。 

 

【修正】 

 

 

 

○ 会計年度任用職員に係る給与費の予算上の取扱いの変更に伴い、平成 32 年度地方財

政状況調査（平成 33年度に実施する調査）から調査表を改正する予定である。 

 

【追加】 

 

○ 問１－１において示しているとおり、地方公営企業法の規定の全部が適用される事業

における企業職員については、従前より、常勤・非常勤の区分にかかわらず、地方自治

法第 203 条の２及び第 204 条に対する特例として地方公営企業法第 38 条の規定が適用

され、給与（給料及び手当）を支給できることとされている。 

 

○ したがって、会計年度任用職員として任用される者についても、企業職員であれば、

フルタイムとパートタイムの別を問わず、これまでと同様に地方公営企業法第 38 条の

規定に基づき給与を支給できることとなる。 

 

○ ただし、企業職員の給与については、同条第３項の規定により、同一又は類似の職種

の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業者の従事者の給与等の事情を考慮して定め

なければならないことに留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

問１８－２② 会計年度任用職員に係る給与費について、決算統計上の取扱いはどう

なるか。 

 

 

問１８－４ 企業職員であって会計年度任用職員として任用されるものに係る給与に

ついてはどのように取り扱うべきか。 
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【追加】 

 

 

 

 

○ 労働安全衛生法令上、ストレスチェックの実施については、事業場の規模（５０人以

上・未満）により義務か努力義務かに区分されている。しかし、５０人未満の事業場に

おいても、職員のメンタルヘルス不調を未然に防止するため、職員自身のストレスへの

気づきを促すとともに、ストレスの原因となる職場環境の改善につなげることを目的と

していることは、５０人以上の事業場と何ら変わるものではない。 

 

○ このため、これまでも総務省においては、メンタルヘルス不調で治療中のため、受検

の負担が大きいなどの特別な理由がない限り、事業場の規模に関わらずストレスチェッ

クを実施するよう通知により助言を行っているところであり、マニュアルⅡ３（１）③

ウ（イ）に該当する常時使用する労働者に対しては、会計年度任用職員を含めストレス

チェックを実施することが適切と考える。 

 

 

問２０－２ ストレスチェックの実施について、労働安全衛生法令上、努力義務とさ

れている事業場で働く会計年度任用職員に対しても実施すべきか。 

 

 




